






























































































































































表１　1935（昭和 10）年 10 月の全日本スキー連盟加盟団体
団体名 加盟団体 加入人員 団体名 加盟団体 加入人員
岩手県スキー連盟 15 800 秋田鉱山専門学校校友会スキー部 − 50
秋田県体育協会スキー部 − 2,710 名古屋鉄道局スキー部 − 50
名古屋スキー連盟 14 1,000 島根県スキー連盟 17 800
大阪スキー倶楽部 − 300 駿台スキー倶楽部 − 70
岐阜高等農林学校山岳部 − 50 北大OBスキー倶楽部 − 72
稲門スキー倶楽部 − 150 新潟県スキー連盟 26 3,360
石川県体育協会 − 315 群馬県スキー連盟 8 216
青森県スキー連盟 35 5,000 京都スキー連盟 11 1,572
全日本学生スキー連盟 13 862 樺太スキー連盟 10 2,730
福井県スキー連盟 16 380 北海道スキー連盟 16 3,100
撫順体育協会スキー部 − 100 長野県スキー連盟 17 1,450
富山県体育協会スキー部 18 800 宮城県スキー協会 11 500
元山スキー倶楽部 − 100 岡山県スキー連盟 9 560
福島県体育協会スキー部 8 500 広島県スキー連盟 20 933
朝鮮スキー倶楽部 − 135 大阪府スキー連盟 14 1,660



















行わせ，昭和 3 年，4 年頃からは「スキー割引
列車」を運行させている。山崎紫峰は，霧ヶ峰
スキー場での「スキー割引乗車券利用下車客」




























































































































































































































































































































































































































































































































































50 億 円 の 売 上 が 14 億 円 ま で 減 少





































































表 3　王滝村・産業別就業人口の推移 （単位 : 人）
1980年 構成比 1985年 構成比 1990年 構成比 1995年 構成比 2000年 構成比 2005年 構成比
第一次産業 509 45.0 312 26.4 199 26.0 136 18.5 80 12.7 89 17.0
趨勢比 100.0 63.8 43.6 25.6 28.5 17.5
第二次産業 193 17.1 436 36.9 121 15.8 118 16.1 116 18.4 72 13.7
趨勢比 100.0 225.9 62.7 61.1 60.1 37.3
第三次産業 429 37.9 433 36.7 446 58.2 481 65.4 434 68.9 364 69.3
趨勢比 100.0 100.9 104.0 112.1 101.2 84.8
合計 1131 100.0 1181 100.0 766 100.0 735 100.0 630 100.0 525 100.0
100.0 104.4 67.7 65.0 55.7 46.4

















表 4　おんたけスキー場 設備投資 損益の経緯（単位 : 千円）
年度 西暦 設備投資額
財源内訳 損益計算書
企業債 一般財源 企業債（％） 一般財源（％） 営業収入 営業費用 当期利益 利益率
S36 1961 7,500 0 7,500 0.0 100.0
45 1970 58,457 50,000 8,457 85.5 14.5
46 1971 23,992 0 23,992 0.0 100.0
47 1972 37,791 30,000 7,791 79.4 20.6
48 1973 35,460 28,000 7,460 79.0 21.0
49 1974 53,337 35,000 18,337 65.6 34.4
50 1975 60,991 44,000 16,991 72.1 27.9
51 1976 79,754 62,200 17,554 78.0 22.0
52 1977 154,738 99,600 55,138 64.4 35.6
53 1978 60,612 30,800 29,812 50.8 49.2
54 1979 186,709 99,000 87,709 53.0 47.0
55 1980 113,133 64,000 49,133 56.6 43.4
56 1981 104,725 19,000 85,725 18.1 81.9
57 1982 235,507 104,100 131,407 44.2 55.8
58 1983 190,624 45,500 145,124 23.9 76.1
59 1984 762,392 517,200 245,192 67.8 32.2
60 1985 311,318 14,200 297,118 4.6 95.4 783,246 406,276 376,970 48.1
61 1986 167,658 0 167,658 0.0 100.0 792,654 369,027 423,627 53.4
62 1987 215,004 0 215,004 0.0 100.0 715,068 595,226 119,842 16.8
63 1988 850,923 660,000 190,923 77.6 22.4 1,385,101 832,227 552,874 39.9
H 1 1989 2,193,204 1,680,000 513,204 76.6 23.4 1,760,670 1,037,210 723,460 41.1
2 1990 1,257,476 500,000 757,476 39.8 60.2 1,757,564 1,352,061 405,503 23.1
3 1991 1,434,335 1,050,000 384,335 73.2 26.8 2,303,838 1,542,511 761,327 33.0
4 1992 882,108 300,000 582,108 34.0 66.0 2,384,595 1,727,015 657,580 27.6
5 1993 1,095,926 400,000 695,926 36.5 63.5 2,386,737 1,873,025 513,712 21.5
6 1994 1,593,912 750,000 843,912 47.1 52.9 2,039,328 1,961,568 77,760 3.8
7 1995 321,924 0 321,924 0.0 100.0 1,682,104 1,875,932 △ 193,828 △ 11.5
8 1996 201,834 0 201,834 0.0 100.0 1,710,143 1,572,421 137,722 8.1
9 1997 4,620 0 4,620 0.0 100.0 1,412,166 1,404,615 7,551 0.5
10 1998 17,692 0 17,692 0.0 100.0 1,254,162 1,355,244 △ 101,082 △ 8.1
11 1999 0 0 0 0.0 0.0 974,740 1,313,610 △ 338,870 △ 34.8
12 2000 0 0 0 0.0 0.0 909,759 1,200,187 △ 290,428 △ 31.9
13 2001 0 0 0 0.0 0.0 845,691 999,176 △ 153,485 △ 18.1
14 2002 40,950 28,600 12,350 69.8 30.2 705,554 990,064 △ 284,510 △ 40.3
15 2003 31,500 28,600 2,900 90.8 9.2 530,136 933,938 △ 403,802 △ 76.2
16 2004 0 0 0 0.0 0.0 387,683 842,714 △ 455,031 △117.4
累計 12,786,106 6,639,800 6,146,306 51.9 48.1 2,536,892




















































































































































































































































































企業名 経営する主なスキー場 決算期 当期 前期
加森観光 ルスツリゾート 2013.03 14,300 13,600
星野リゾート・トマム 星野リゾートトマム 2012.11 4,400 4,250
上越観光開発 上越国際スキー場 2012.12 3,968 3,727
鈴木商会 赤倉温泉スキー場 2012.09 3,087 2,767
ニセコ東急リゾート ニセコ・グランヒラフ 2013.03 2,240 2,160
マックアースリゾート おんたけ2240スキー場 2012.09 2,071 876
勝山高原開発 スキージャム勝山 2013.03 1,880 1,742
ガーラ湯沢 ガーラ湯沢 2012.09 1,818 1,402
キロロアソシエイツ キロロスノーリゾート 2012.12 1,756 3,162
東和観光 鷲ケ岳スキー場 2012.11 1,658 1,898
富士見町開発公社 富士見パノラマスキー場 2013.03 1,415 1,330
志賀高原リゾート開発 一ノ瀬ファミリースキー場 2012.11 1,394 1,296
玉原東急リゾート たんばらスキーパーク 2013.03 1,259 1,245
蔵王ロープウエイ 蔵王温泉スキー場 2013.03 1,212 1,178
五竜 白馬五竜スキー場 2012.12 1,139 1,040
鉢伏開発観光 ハチ・ハチ北スキー場 2013.05 1,100 1,050
武尊山観光開発 武尊牧場スキー場 2012.09 892 784
スマイルスキーリゾート 湯沢中里スキー場 2012.12 750 370
宮城蔵王観光 みやぎ蔵王えぼしスキー場 2013.03 738 745
北志賀竜王観光 北志賀竜王スキー場 2012.07 610 579
西武ホールディングス 苗場スキー場 2013.03 23,848 19,676
中部スノーアライアンス 高鷲スノーパーク 2012.05 2,800 2,950
東急不動産グループ全体での売上高 10,700
マックアースグループのスキー場関連事業売上高 8,000
日本駐車場開発のスキー場事業売上高 4,037
出所）『月刊レジャー産業資料』2013年11月号に加筆
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するスキー場は，2014年11月の時点で33個所
であるが，2012年 9 月決算では約80億円の売
上を計上している。
　星野リゾート・トマムの売上高は 44 億円
（2012年12月期）である。夏シーズンの「雲海テ
ラス」が好評なのがトマムの経営特徴なのだが，
44億円の売上高には夏の経営成績も含まれて
いる。
　このように見てくると，日本の大規模スキー
場であっても，売上高でみたときには，それぞ
れのスキー場の経営規模はそれほど大きなも
のではない。「顧客に飽きられないよう目先を
変える設備投資が必要」なのが，集客産業の宿
命と言われる。このことは，テーマパークの経
営によくあてはまる。装置産業である以上，ス
キー場経営にも，多かれ少なかれ，継続した設
備投資が必要であろう。ただし，売上からもた
らされるキャッシュ・フローに見合う投資で
なければならない。「おんたけスキー場」の経営
破綻の原因は，投資資金の返済に十分なキャッ
シュ・フローが実現できなかったことにあり，
設備投資計画の失敗にあったからである。そこ
から導かれる教訓は，キャッシュ・フロー管理
の重要性である。少子化・高齢化社会のもとで
は，キャッシュ・フローに強い制約がかかるの
は避けられない。売上高の急激な伸びを期待す
ることは，インバウンドの条件を備えているい
くつかの地域を除けば，もはや期待できない。
そうしたキャッシュ・フロー制約のなかで，設
備の維持管理や更新の原資を獲得しなければな
らないからである。
　インバウンドとの関係では，売上高＝単価×
口数であることを思い返す必要がある。従前の
スキー場経営は，売上高を「数」で考えていたき
らいがある。どうすれば誘客に成功するか。そ
のためには単価の引下げをと，価格競争が自ら
の首を締めていたように思われる。ニセコと白
馬でのインバウンド対応の違いは，「客当たり
単価を重視する」ことにあるように思われる。
というのは，現状は，コンドミニアム経営によ
る宿泊料金の価格設定にあらわれているのだ
が，あえて高価格の宿泊料金を設定することは
──これは海外のリゾート地での価格設定との
比較で行われていると思われる──，ニセコに
訪れる客層を比較的高所得層に限定するよう機
能する。誘客の所得層を高くすることで，消費
需要の質を高めることによって，売上を増やす
方策である。こうした経営手法が採用できるビ
ジネス環境を整えていくことが，ニセコでの今
後の課題のように思われる。
　さて，王滝村，開田高原，大山のスキー場の
経営破綻が示しているのは，「1 つの山」を複数
のリフト運営会社が利用するという1960年代
の経営スタイルでは，もはや，利用者の減少，
売上の減少に対応できないということである。
とくに大山スキー場の経験が示すところによ
れば，「1 つの山」を複数の運営業者で利用して
いるケースでは，共通リフト券などの企画・販
売が不可欠だが，大山でのスキー場経営の教訓
は，収益配分方法を誤れば，たちまち過当競争
やオーバ ・ースペックが発生してしまうことだ。
「1 つの山」を複数の業者で利用するケースは，
今日でも支配的な形態だと思われる。そこで
は，運営主体の一体化による効率性の追求が，
急務の経営課題であろう。
　1972年に開発された斑尾高原スキー場も，運
営業者である斑尾高原開発（株）が2005年に民
事再生法を申請し，経営破綻した。「1 つの山」
を「丸ごと」経営したとしても，なお，魅力ある
空間を形成することはできなかった。このケー
スはファシリティ・マネジメントの限界を如実
に語っているのではなかろうか。
　ゲレンデ経営に責任をもつには，設備更新を
可能とするだけのキャッシュ・フローを生み
出さねばならない。複数のスキー場から得た
キャッシュ・フローを，設備投資の必要性の高
いスキー場へと流し込むことで，計画的な設備
投資が行われていくことになるだろう。そのた
めには，買収に拠らない運営業者の経営「統合」
など，さまざまな工夫も必要となってこよう。
あるいはまた，緩やかな事業提携を進めるに
は，運営するスキー場を特徴づける──個性を
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出所）雪国観光園推進協議会作成地図
図 6　雪国観光園スキー場マップ
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明らかにする──作業も必要と思われる。この
点では，「日本で唯一，毎日トレーニングできる
スピード・コース」と競技スキーヤーのニーズ
をとらえ，「レース・センター」部門を設けてい
るマックアースの事例が教訓になるだろう。
　本稿では，スキー場を経営するにあたって，
「リフト・マネジメント」や「ファシリティ・マ
ネジメント」の限界を論じてきた。「ファシリ
ティ・マネジメント」から「エリア・マネジメ
ント」への展開については，越後湯沢での「雪国
観光圏構想」が目下展開中である。すでに述べ
たことではあるが，従来からの観光地であった
温泉地や交通至便の地にスキー場が開発されて
きた。この点がスキー場経営での日本の独自性
をなしていると思われる。つまり，ある一定の
地域に多様な観光資源が存在し，そのなかにス
キー場が位置づいているのが，日本のスキー場
の一般的な姿でもある。図 6 は端的にそのこと
を表している。そこで，ニセコや白馬での海外
スキー客の誘客（インバウンド）に成功してい
るいま，これらの観光資源，いいかえれば地域
の文化資源とスキー文化との相乗効果をどう生
み出すかが，「雪国観光圏構想」のいま一つの課
題だと考えられる。この「雪国観光圏構想」のよ
うに，いま日本で生み出されつつある「エリア・
マネジメント」については，そこでの経験やさ
まざまな成果をまって，あらためて分析したい
と考えている。さらに，ニセコや白馬での東南
アジア・オセアニアからのスキー客の誘客（イ
ンバウンド）についても，この「エリア・マネジ
メント」の観点から，稿を改めて検討したい。
　最後に，日本のスキー場経営の未来を考える
うえで，避けて通ることができないのがスキー
場経営の基礎にある土地所有形態に係る問題で
ある。白坂によれば，1975年の時点で全国の主
要スキー場の85％は国有林の「借地」によるも
のである。アメリカのように民間資本が開発し
た「リゾート地」ではなく，日本のスキー場は国
立公園・国定公園に指定されている国有林野を
「借地」して開発されたのが大半なのである。し
たがって，わが国のスキー場経営は，公園法や
森林法，国有財産法などによる直接的な法規制
の下に置かれるだけでなく，「豪雪地帯対策特
別措置法」（1962年）や「山村振興法」（1965年）
などの個別法や，「雪国観光圏構想」（2012年）
のような個別政策の下に置かれており，行政レ
ベルでの課題整理が不可欠なのである。
　わが国で具体的にスキー場経営の再生を構想
するには，こうした行政上のガイドラインを前
提として，①より広域のマネジメントエリアを
画定すること，②エリア内の経営資源を再評価
すること，③エリア内経営資源の価値連鎖を明
確にすること，④これらを通じて「エリア・マ
ネジメント」の必要性と経営合理性を明らかに
することが求められると考えられる。
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